
自治体排出量カルテとは?

地方公共団体の 排出量に関する情報を 包括的に整理した資料

★ 経年実績データ
☆温室効果ガス（CO2）の部門別排出量
☆算定報告公表制度による特定事業所の排出量

★ 他の地方公共団体との比較
☆温室効果ガス（CO2）排出量の比較
☆再エネ導入容量の比較 など

〇地方公共団体の部門・分野別排出量（標準的手法）

１）排出量の部門・分野別構成比 平成17年度（2005年度） ４）部門・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化
平成17年度 （千t-CO2）

排出量
(千t-CO2)

合  計  14,379 100%
産業部門 2,410 17%

製造業 1,831 13%
建設業・鉱業 570 4%
農林水産業 10 0%

業務その他部門 4,451 31%
家庭部門 4,641 32%
運輸部門 2,668 19%

自動車 2,558 18%
旅客 1,708 12%
貨物 850 6%

鉄道 110 1%
船舶 0 0%

廃棄物分野（一般廃棄物） 208 1%

２）排出量の部門・分野別構成比 平成25年度（2013年度）
平成25年度

排出量
(千t-CO2)

合  計  15,250 100%
産業部門 1,810 12%

製造業 1,484 10% 平成17年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成27年度 平成28年度

建設業・鉱業 312 2% 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量

農林水産業 15 0% （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2)

業務その他部門 5,301 35% 合  計  12,582 12,582 12,582 12,582 12,090 13,779 15,526 15,250 15,551 15,162 15,162 15,178
家庭部門 5,630 37% 産業部門 1,704 1,704 1,704 1,704 1,701 1,715 1,787 1,810 1,716 1,814 1,814 1,849
運輸部門 2,409 16% 製造業 1,457 1,457 1,457 1,457 1,300 1,447 1,457 1,484 1,400 1,484 1,484 1,536

自動車 2,259 15% 建設業・鉱業 232 232 232 232 386 253 313 312 298 313 313 293
旅客 1,516 10% 農林水産業 15 15 15 15 14 15 17 15 18 17 17 19
貨物 743 5% 業務その他部門 4,072 4,072 4,072 4,072 3,618 4,390 5,354 5,301 5,377 5,290 5,290 5,101

鉄道 149 1% 家庭部門 4,241 4,241 4,241 4,241 4,211 5,138 5,828 5,630 6,007 5,607 5,607 5,729
船舶 0 0% 運輸部門 2,466 2,466 2,466 2,466 2,471 2,440 2,455 2,409 2,345 2,340 2,340 2,363

廃棄物分野（一般廃棄物） 100 1% 自動車 2,356 2,356 2,356 2,356 2,355 2,306 2,308 2,259 2,201 2,199 2,199 2,226
旅客 1,588 1,588 1,588 1,588 1,583 1,563 1,566 1,516 1,451 1,447 1,447 1,444
貨物 768 768 768 768 773 743 742 743 750 751 751 782

鉄道 110 110 110 110 115 134 146 149 144 141 141 137
３）排出量の部門・分野別構成比 平成29年度（2017年度） 船舶 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

平成29年度  廃棄物分野（一般廃棄物） 98 98 98 98 88 96 103 100 107 112 112 137
排出量

(千t-CO2)
合  計  15,285 100%

産業部門 1,942 13% ５）部門・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化 (2017年度)
製造業 1,630 11%
建設業・鉱業 292 2%
農林水産業 20 0%

業務その他部門 5,239 34%
家庭部門 5,622 37%
運輸部門 2,348 15%

自動車 2,214 14%
旅客 1,433 9%
貨物 782 5%

鉄道 133 1%
船舶 0 0%

廃棄物分野（一般廃棄物） 135 1%
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１ 地方公共団体の区域全体の排出量(標準的手法) に占める特定事業所のカバー率 ３ 特定事業所数及び１事業所当たりの排出量

１）部門・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化 ２)地方公共団体の区域全体の排出量部門・分野別構成比       

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

合  計  8 6 5 6 8 8 8 8 112 111 107 119 137 136 141 145
産業部門 13 11 6 8 15 14 13 13 13 12 6 12 17 16 18 16

製造業 13 11 6 8 15 14 14 14 13 12 6 12 16 15 17 15
建設業・鉱業 - - - - 5 12 4 4 0 0 0 0 1 1 1 1
農林水産業 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0 0 0

業務その他部門 8 6 5 6 7 7 7 8 91 91 93 99 112 112 115 120
エネルギー転換部門 2 2 1 1 1 1 1 3 8 8 8 8 8 8 8 9
分類不能 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0 0 0

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

構成比
特定事業所の

排出量
(千t-CO2)

特定事業所の
カバー率

合  計  12,582 12,090 13,779 15,526 15,250 15,551 15,162 15,178 100% 1,224 8%
産業部門 1,704 1,701 1,715 1,787 1,810 1,716 1,814 1,849 12% 209 11%

製造業 1,457 1,300 1,447 1,457 1,484 1,400 1,484 1,536 10% 205 13%
建設業・鉱業 232 386 253 313 312 298 313 293 2% 4 1%
農林水産業 15 14 15 17 15 18 17 19 0% 0 0%

業務その他部門 4,072 3,618 4,390 5,354 5,301 5,377 5,290 5,101 34% 989 19%
家庭部門 4,241 4,211 5,138 5,828 5,630 6,007 5,607 5,729 38%
運輸部門 2,466 2,471 2,440 2,455 2,409 2,345 2,340 2,363 16%

自動車 2,356 2,355 2,306 2,308 2,259 2,201 2,199 2,226 15%
旅客 1,588 1,583 1,563 1,566 1,516 1,451 1,447 1,444 10%
貨物 768 773 743 742 743 750 751 782 5%

鉄道 110 115 134 146 149 144 141 137 1%
船舶 0 0 0 0 0 0 0 0 0%

 廃棄物分野（一般廃棄物） 98 88 96 103 100 107 112 137 1%

N : 札幌市事業所数

２ 特定事業所の排出量
3)特定事業所排出量の推移       4)特定事業所の排出量部門別構成比（平成28年度（2016年度））

千t-CO2

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

合  計  867 708 537 721 1,088 1,047 1,070 1,224
産業部門 168 130 34 96 252 224 234 209

製造業 168 130 34 96 247 212 230 205 N : 札幌市事業所数

建設業・鉱業 0 0 0 0 5 12 4 4
農林水産業 0 0 0 0 0 0 0 0 N : 札幌市事業所数

業務その他部門 684 562 492 616 829 817 830 989
エネルギー転換部門 16 16 11 9 7 6 6 26
分類不能 0 0 0 0 0 0 0 0

部門
特定事業所の排出量（千t-CO2)

部門・分野
平成28年度

部門
1事業所当たりの排出量（千t-CO2） 特定事業所数（箇所)
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9:食料品製造業(N=9)

10:飲料・たばこ・飼料製造業(N=2)

11:繊維工業(N=0)

12:木材・木製品製造業（家具を除く）(N=0)

13:家具・装備品製造業(N=0)

15:印刷・同関連業(N=2)

18:プラスチック製品製造業（別掲を除く）(N=0)

19:ゴム製品製造業(N=0)

20:なめし革・同製品・毛皮製造業(N=0)

23:非鉄金属製造業(N=0)

24:金属製品製造業(N=0)

25:はん用機械器具製造業(N=0)

26:生産用機械器具製造業(N=0)

27:業務用機械器具製造業(N=0)

28:電子部品・デバイス・電子回路製造業(N=0)

29:電気機械器具製造業(N=0)

30:情報通信機械器具製造業(N=0)

31:輸送用機械器具製造業(N=0)

32:その他の製造業(N=0)

N:札幌市事業所数

札幌市 全国

エネルギー多消費業種以外

千t-CO2

10)エネルギー転換部門細分類別１事業所当たりの排出量
(全国平均値との比較)(平成28年度（2016年度）)
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14:パルプ・紙・紙加工品製造業(N=0)

16:化学工業(N=1)

17:石油製品・石炭製品製造業(N=0)

21:窯業・土石製品製造業(N=0)

22:鉄鋼業(N=1)

札幌市 全国

エネルギー多消費業種
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F:電気・ガス・熱供給・水道業(N=17)

G:情報通信業(N=13)

H:運輸業，郵便業(N=0)

I:卸売業，小売業(N=21)

J:金融業，保険業(N=4)

K:不動産業，物品賃貸業(N=14)

L:学術研究,専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(N=2)

M:宿泊業，飲食サービス業(N=19)

N:生活関連ｻｰﾋﾞｽ業,娯楽業(N=3)

O:教育，学習支援業(N=5)

P:医療，福祉(N=18)

Q:複合サービス事業(N=0)

R:サービス業（他に分類されないもの）(N=5)

S:公務（他に分類されるものを除く）(N=8)

札幌市 全国
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内側（内訳）凡例
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N:札幌市事業所数
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7)特定事業所数及び１事業所当たりの排出量推移（エネルギー転換部門）
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区域全体の排出量は、環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定･実施マニュアル（算定手法編）（Ver1.0）（平成29年3月）」の標準的手法に基づき統計資料の按分により
地方公共団体別部門・分野別の排出量を推計した値です。なお、一般廃棄物のCO2排出量は、環境省「一般廃棄物実態調査結果」の焼却処理量から推計しています。
各地方公共団体の過年度のデータは、地方公共団体実行計画（区域施策編）策定支援サイト
（https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/kuiki/index.html）をご参照ください。

特定事業所のカバー率は、推計の精度の関係で地方公共団体の区域全体の排出量に占める特定事業所排出量の比率が100％を超える場合、100％としています。

本カルテの「特定事業所」は、「地球温暖化対策の推進に関
する法律」に基づくエネルギー使用量が原油換算で1,500kl/年
以上である事業所です。本カルテの特定事業所の部門と日本標
準産業分類の細分類との対応は以下の通りです。

製造業:E製造業(エネルギー転換部門の細分類除く)
建設業・鉱業:C鉱業,採石業,砂利採取業,D建設業
農林水産業:A農業,林業,B漁業
業務その他部門: F電気・ガス・熱供給・水道業

～S公務(エネルギー転換部門の細分類除く)
エネルギー転換部門:標準産業分類の細分類（E製造業の
1711:石油精製業、1731:コークス製造業、F: F電気・ガス・
熱供給・水道業の3311:発電所、3312:変電所、3411:ガス製
造工場、3511:熱供給業）

9)業務その他部門大分類別１事業所当たりの排出量
(全国平均値との比較)(平成28年度（2016年度）)

8)産業部門（製造業）中分類別１事業所当たりの排出量
(全国平均値との比較)(平成28年度（2016年度）)

☆特定事業所排出量の比較
☆再エネポテンシャルデータの比較

☆人口、自動車保有台数などの活動量指標
☆固定価格買取制度における再エネ導入量
☆REPOSにおける再エネポテンシャルデータ など



自治体排出量カルテを利用するメリットは?

政策策定のための補助資料として活用 環境コミュニケーションツールとして活用

～再生可能エネルギー導入促進に係る政策検討～

～部門別排出量の経年推移を用いた政策検討～ ～政策決定者間・市民間の環境コミュニケーション～

～特定事業所の排出量に係る政策検討～

排出量に関する定量データを グラフにより視覚的 に得られる

※詳細は「自治体排出量カルテの活用について」をご参照ください。


